
減災に向けた

都の取組実施状況

令和３年５月

東京都管理河川の氾濫に関する減災協議会

資料２－１



減災に向けた東京都の取組事例

・避難情報発令に係るガイドラインの提供（総務局）
・大規模地下街等における浸水対策の取組について（都市整備局）
・柳瀬川流域を対策強化流域に追加（東京都豪⾬対策基本⽅針）（都市整備局・建設局）
・水防災情報の発信強化（建設局）
・排水対策の検討（建設局）
・水防管理団体との合同排水ポンプ⾞訓練の実施（建設局）
・浸水予想区域図の改定（建設局・下水道局）
・樋門の操作を安全に実施するための対策（下水道局）
・⾼潮防災総合情報システムによる防災情報発信⼒の強化（港湾局）
・⾼潮特別警戒水位の設定及び運用について （港湾局・建設局）
・ダム放流情報の提供（交通局）
・防災施設の機能に関する情報共有及びダム放流情報の活用（水道局）
・不動産事業者との不動産取引時における水害リスク情報の共有について（住宅政策本部）
・円滑かつ迅速な避難のための取組（福祉保健局）
・避難計画の作成義務等の周知及び防災教育の充実（教育庁）
・私⽴学校への情報提供等について（⽣活⽂化局）



＜とるべき対応＞
①避難情報を的確に発令するために必要となる体制を強化すること
・ 大規模風水害を対象としたタイムラインの作成およびチェックリストの
活用・ 発災時の的確な態勢確保

②避難に関する情報の内容、情報発信のタイミングを把握すること
・ 防災気象情報等の正しい知識の習得・確認⽅法
・ 避難情報等の発令のタイミングに迷う事例を紹介して対応⽅法を提⽰

③発災時の混乱を防止するための避難先を確保すること
・ 避難先のさらなる確保
・ 避難先の分散やきめ細かな避難情報の発令による混雑緩和

避難情報発令に係るガイドラインの提供 総務局

○ 大規模風水害時において、避難情報の発令や避難先の確保などの避難対策について、
東京都ならではの特徴を捉えた上で、とるべき対応をガイドラインとしてとりまとめ

東京全体の
災害対応⼒を向上

それぞれの地域の特性を考慮し、ガイドラインにとりまとめ

タイムラインに基づくチェックリストの
活用イメージ

取組①



大規模地下街等における浸水対策の取組について 都市整備局

資料３

〇東京都地下街等浸⽔対策協議会では、１２地区部会を７⽉から８⽉に各１回、２⽉に各１回の計各２回を感染対策を⾏いつ
つ開催した。（図ｰ１）

〇出⽔期前には、各地区では地元区とともに緊急連絡体制に基づく情報伝達訓練を実施した。また、新規に上野・御徒町地区
では避難誘導、浸⽔防止対策の実働形式による訓練を実施した。（写真ｰ１､２）

〇各部会の代表団体や学識経験者、⾏政関係部署により構成される幹事会を6⽉に書面にて開催した。 （図ｰ１）
〇昨年度に引き続き、有楽町、銀座の２地区で、地下街等の出⼊⼝について、地元区と施設管理者とともに感染対策を⾏い
つつ、避難経路を精査した。

〇９⽉から１０⽉に地下街等の浸⽔避難を⽀援する映像を各施設管理者のデジタルサイネージ等で上映した。

浸水被害に脆弱な大規模地下街の浸水対策を加速させる

図ｰ１ 協議会の構成イメージ 写真ｰ１ 避難誘導訓練の状況 写真ｰ２ 浸⽔防止訓練の状況



柳瀬川流域を対策強化流域※1に追加（東京都豪雨対策基本方針※2）

都市整備局・建設局

【概要】
令和元年東日本台風などの過去の浸水被害状況や降雨状況、流域特性、河川整備等の対策状況を踏まえ、既

存の対策強化流域（９流域）に加え、柳瀬川流域を追加。

【柳瀬川流域における豪雨対策の目標】
①時間65ミリ降雨（年超過確率1/20）までは浸水被害を防止すること。
②目標を超える降雨に対しても、生命の安全を確保すること。

【柳瀬川流域における今後の取組】

（流域別豪雨対策計画の策定）

豪雨対策を総合的に進めていくための基本的な計画で
あり、今後、関係各市町において浸水対策を実施してい
くための基礎となる「柳瀬川流域豪雨対策計画」を策定
する。

（河川整備の具体的取組）

「柳瀬川流域河川整備計画」を改定し、護岸整備に加
え、新たな調節池の整備等を進める。

（流域対策の具体的取組）

流域対策における市町ごとの対策目標量の明確化や
流域対策に係る都の補助金交付対象に流域の市町を追
加する等、雨水流出抑制を強化していく。 東京都豪雨対策基本方針における

既存の対策強化流域及び柳瀬川流域の位置図

※1：これまで甚大な浸水被害が発生しており、区部では時間75ミリ、多摩部では時間65ミリの降雨に対し、浸水被害の防止対策を実施する流域。

※1：平成19年に策定された治水対策全体（総合治水対策）に関する方針で、平成26年6月に、近年の降雨特性や浸水被害の発生状況などを踏まえ改定を実施。



水防災情報の発信強化 建設局

取組③、⑮○ 河川監視カメラの設置拡大
➣河川の⽔位や状況などをより分かりやすく伝えるため河川監視カメラの設置拡大を進める
➣令和2年度に13箇所増設・画像公開
➣令和2〜３年度にかけて40箇所増設・画像公開予定

○ 更なる情報発信に向けた取組
➣河川監視カメラの画像、⽔位や⾬量等の⽔防災情報について、情報発信ルートを強化する
ため報道機関や情報提供事業者の提供するサービスを活用するほか、監視カメラの画像の
動画化、⾒やすく使いやすいホームページの検討を進める

情報発信ルートの強化に向けた検討



排水対策の検討

○浸水後の社会経済被害の最⼩化や都⺠の⼀刻も早い⽣活再建を⽬的に排水の検討を実施
取組㉒

建設局

 ⾼潮浸水想定区域図公表後の取組み
■排水対策の検討
・早期の浸水解消に向けた排水作業準備計画を作成するため、
平成30年12⽉に検討委員会を設置
■令和2年4⽉ 水防法に基づく水位周知海岸及び⾼潮氾濫危険水
位を設定し、⾼潮氾濫危険情報の運用を開始

 排水対策検討の⽬的
・浸水後の社会経済被害の最⼩化、都⺠⽣活の早期の復旧、復興（域
外避難者の早期帰還）に向けた浸水解消のため

 検討スケジュール（予定）

■平成27年7⽉ 水防法の⼀部改正
・想定最大規模の⾼潮（概ね1,000年に１回程度の台風を対象）につい
て⾼潮浸水想定区域の指定やハザードマップによる周知を義務化
■平成30年3⽉ ⾼潮浸水想定区域図の公表
・大規模な浸水被害が⽣じ、広範囲で1週間以上の浸水が継続する課題が
明確化

 ⾼潮浸水想定区域図の公表

 排水作業準備計画検討委員会での検討事項

H30年度 H31年度 令和2年度 令和3年度

排水対策の検討
直轄河川の排⽔計画
（国⼟交通省）

連絡会 委員会設置 計画策定

■排水作業にあたっての全エリア共通事項の整理
・ 排水作業開始までの流れ、排水ポンプ⾞等の保有状況・諸元、排水ポン

プ⾞等の配置⽅法、排水計画⽴案における考え⽅、 仮復旧⽅法

■エリア別排水作業準備計画図の作成

・ 大規模水害時の排水作業に必要
な情報を、エリアごとにまとめた排水
作業準備計画図を作成

・ 掲載する情報︓排水施設箇所、
ポンプ所集水区、⾼速道路等情
報、標⾼、広域アクセス、水門等
河川施設情報、河川管理用通
路情報など



水防管理団体との合同排水ポンプ車訓練の実施 建設局

取組⑰

〇 ⻄多摩建設事務所を除く10建設事務所
に１台ずつ計１０台を配備

〇 軽量ポンプで、簡単に持ち運び可能

配備台数

特徴

〇 毎分５㎥の排⽔が可能な⽔中ポンプを
２台積載

実施事務所等
◆実施機関 建設局北多摩南部建設事務所
◆参加機関 狛江市、調布市、三鷹市、⼩⾦井市

実施概要

令和３年度以降の予定
◆排⽔ポンプ⾞を所有する全事務所で展開予定

移動式排水ポンプ⾞

水中ポンプ取扱体験排水状況の確認

操作方法説明排水ポンプ⾞概要説明

実施の目的
◆排⽔ポンプ⾞の性能紹介
◆⽔防管理団体職員による排⽔ポンプ⾞操作体験



改定年度

神田川流域 平成30年3月

城南地区河川流域 平成30年12月

石神井川及び白子川流域 令和元年5月

野川、仙川、谷沢川及び丸子川流域 令和元年6月

境川流域 平成30年6月

鶴見川流域 平成30年10月

残堀川流域 令和元年12月

黒目川、落合川、柳瀬川、空堀川及び奈良橋川流域 令和元年12月

浅川圏域、大栗川及び三沢川流域 令和2年1月

隅田川及び新河岸川流域 令和3年3月

江東内部河川流域 令和2年3月

中川・綾瀬川圏域 令和3年3月

霞川及び多摩川上流圏域 令和2年8月

秋川及び平井川流域 令和2年8月

多摩川上流雨水幹線流域 令和元年12月

北多摩一号処理区、北多摩二号処理区流域 令和2年3月
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浸水予想区域図

※赤字：洪水予報河川及び水位周知河川を含む流域

浸水予想区域図の改定 建設局・下水道局

○外⼒を想定最大規模降⾬とした浸水予想区域図の改定

浸水予想区域図作成流域

・ 都各区市町村が作成するハザードマップの基となる「浸水予想区域図」について、
都管理河川14区域及び流域下水道幹線等2区域すべてで改定が完了

取組⑧



樋門の操作を安全に実施するための対策 下水道局

〇 多摩川下流部にある下水道局所管の樋門について、転落防止柵のかさ上げと堤防より

河川側でしか操作できない樋門において、堤防より宅地側からでも安全に操作できるように

遠隔化を実施

取組㉔



高潮防災総合情報システムによる防災情報発信力の強化 港湾局

○高潮防災総合情報システムによる防災情報の発信

港湾局ホームページにおける
ライブカメラ映像の公開状況（イメージ）

• 平常時から、高潮防災に資する情報の発信を強化するとともに、非常時に正確かつ迅速な
情報発信を行うことで、都民の的確な避難行動につなげ、高潮への備えを強化する。

高潮防災総合情報システムをR3年度より
ホームページにて公開

•潮位、雨量、風向風速、気圧、気温

•水門開閉情報（全水門）

•ライブカメラ映像（4箇所）

•高潮氾濫発生情報の発出状況

•高潮防災に資する教育的コンテンツ

関係区・庁内関係者・報道機関等へ
一斉配信（メール等）

•高潮氾濫発生情報の発信

•水門・陸こう操作

高潮リスク検索サービスをR２年度にホー
ムページにて提供

高潮浸水想定区域図において、ピンポイントに
浸水深・継続時間を容易に検索できるサービス

ライブカメラ設置場所



高潮特別警戒水位の設定及び運用について 港湾局・建設局

取組③

 水防法に基づき、東京湾沿岸（東京都区間）を、⾼潮により相当な損害が⽣じ
るおそれのある海岸（水位周知海岸）として指定し、⾼潮による氾濫が発⽣する
危険性を都⺠の皆様にお知らせする基準となる「⾼潮特別警戒水位」を令和2年
度東京都水防計画に定め、令和2年4⽉13⽇から運用を開始した。

 ⾼潮浸水想定区域図（H30年3⽉公表）策定時における⾼潮シミュレーション
をもとに、情報伝達や住⺠の避難に必要な時間（リードタイム）を考慮して設定
した。

 湾奥に位置し水位を適切に監視できることから、東京都が管理する⾠⺒水門（
江東区）を基準水位観測所とした。

 設定した⾼潮特別警戒水位は、以下のとおり。

⾼潮特別警戒水位の設定について

＜⾼潮特別警戒水位＞⾼潮氾濫発⽣情報の発表について

 ⾠⺒水門の水位が⾼潮特別警戒水位に達した段階で、域内の垂直避難等を促
すための⾼潮氾濫発⽣情報（避難勧告等の⽬安となる警戒レベル５相当情
報）を発表し、関係区に通知するとともに、報道機関等の協⼒を得て住⺠の皆様
にお知らせする。

 令和3年5⽉の災対法⼀部改正に伴い、⾼潮特別警戒水位到達時の氾濫危険
情報（警戒レベル4相当）は氾濫発⽣情報（警戒レベル5相当）として運用する。

＜⾼潮氾濫発⽣情報イメージ＞

千代田区・中央区・港区・品川区・大田区 A.P.＋３．６ｍ
墨田区・江東区・江⼾川区 A.P.＋３．９ｍ
北区・板橋区・⾜⽴区・葛飾区 A.P.＋４．３ｍ



⽩丸調整池ダムでは、大⾬などにより水位が急激に上昇した場合、ダムのゲートから放流を⾏うことが
あります。その際には、必要に応じて関係機関に通知するとともに、サイレンやスピーカーによる警報や、巡
回による注意喚起を実施しています。

放流警報用のサイレンとスピーカー 警報用⾞両

ダム放流情報の提供 交通局

取組⑤



防災施設の機能に関する情報共有及びダム放流情報の活用 水道局

〇ダムや堤防等の施設に係る機能や避難の必要性等に関する情報提供を行っている
〇関係機関にダム放流に関する情報を伝達している

・令和２年度は、計２回の余水吐放流の前にプレス発表を実施。一般の方が多摩川に近づかないよう、余水吐放流の前にプレス発表を行っ
て注意喚起をしている。さらに、SNSを活用し、より広範囲にダムの放流に関する情報を発信している。
・放流に係る各時点の最新情報をその都度ホームページに掲載し、協議会メンバーにリマインドメールを送信している。

▲ 令和2年10月9日発表
余水吐放流に関するプレス文

▲ 令和2年10月9日SNS掲載
余水吐放流に関する情報発信

▲ ホームページによる周知

▲ 令和2年10月9日掲載
放流に係る各時点の最新情報

取組⑤



不動産事業者との不動産取引時における水害リスク情報の共有について 住宅政策本部

 宅地建物取引業法（以下「宅建業法」という。）施⾏規則の改正により、令和2年8⽉から宅建業法第35条に基づく宅
地建物取引時の重要事項説明において、不動産事業者が、区市町村の提供する水害ハザードマップを用いて、不動産購
⼊者等に水害リスクに関する説明を⾏うことが義務付けられた。
 都では、不動産業関連業界団体に対し、加盟各社へ改正法施⾏の周知を要請するとともに、水害リスクに関する情報提
供や改正法の概要等について団体発⾏の会報誌への掲載を依頼するなど、業界団体と連携し、水害の減災に向けた取り
組みを⾏った。

資料３



円滑かつ迅速な避難のための取組 福祉保健局

■情報伝達、避難計画等に関する事項
○平成３１年４月に福祉保健局所管の避難確保計画作成対象施設へ避難確保計画策定義務等
について通知

○指導検査等の際に、避難確保計画作成対象施設においては計画の有無を確認するとともに、
未作成の場合は義務化について説明

計画の項目 チェック項目

施設の所在する地域における、浸水するおそれのある河川の情報、土砂災害に関する情報や避難情報を収集・伝達する体制が定めら
れているか

避難準備・高齢者等避難開始の発令の段階で要配慮者の避難誘導を行う体制となっているか

避難準備・高齢者等避難開始等の発令がない場合でも避難の判断ができるよう、複数の判断材料が設定されているか

避難先は避難の実効性が確保された場所に設定されているか

避難誘導がリスク情報を踏まえた実現可能なルート上に設定されているか

必要に応じ、地域の協力が得られる体制が準備されているか

洪水予報、土砂災害に関する情報等や避難情報を入手するための設備が記載されているか

夜間に避難を行うことが想定される場合、そのために必要な設備が記載されているか

屋内安全確保を行う場合に備え、施設内での滞在に必要な物資が確保されているか

適切な時期に必要な教育・訓練の実施が設定されているか

自衛水防組織が設置されている場合、その業務内容が規定され、計画に記載されているか

（ア）防災体制、情報の収集・伝達

（イ）避難誘導

（ウ）施設整備

（エ）教育・訓練

（オ）自衛水防組織（設置した場合のみ）

（水防法施行規則16条一）洪水時の防災体制に関する事項、（土砂災害防止法施行規則5条の2一）土砂災害が発生するおそれがある場合における防災体制に関する事項

（水防法施行規則16条二）洪水時の避難の誘導に関する事項、（土砂災害防止法施行規則5条の2二）土砂災害が発生するおそれがある場合における避難の誘導に関する事項

（水防法施行規則16条三）洪水時の避難の確保を図るための施設の整備に関する事項、（土砂災害防止法施行規則5条の2三）土砂災害が発生するおそれがある場合における避難の確保
を図るための施設の整備に関する事項

（水防法施行規則16条四）洪水時を想定した防災教育及び訓練の実施に関する事項、（土砂災害防止法施行規則5条の2四）土砂災害が発生するおそれがある場合を想定した防災教育及
び訓練の実施に関する事項

（水防法施行規則16条五）自衛水防組織の業務に関する事項

【避難確保計画に定めるべき事項】 【対象施設への通知内容】

取組⑦



避難計画の作成義務等の周知及び防災教育の充実 教育庁

○避難計画の作成義務等の周知
要配慮者利用施設に位置付けられた都立学校に対して、避難確保計画の作成と避難訓練の実施が義

務付けられていることを周知すると共に、実施状況を確認し、適切に対応するように指導した。
○「東京マイ・タイムライン」を活用した指導の実施

都立高等学校第１学年等を対象に「東京マイ・タイムライン」を活用した授業実践を依頼し、普及啓発を
図った。

○都立学校への周知文書 ○「東京マイ・タイムライン」の活用に関する通知

取組⑦、⑭



私立学校への情報提供等 生活文化局

○ 都内の私立学校（幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、専
修学校、各種学校、幼保連携型認定こども園）への情報提供等を通じ、各学校
の取組を支援

【防災態勢】

梅雨期及び台風期における防災態勢の強化について（通知）

※水防法等の規定に基づく要配慮者利用施設の災害計画作成や避難訓練実施についても周知

【防災教育】

令和２年度版防災教育教材「防災ノート～災害と安全～」等の送付

※小学校、中学校、高等学校、特別支援学校の該当学年児童・生徒に配布

【その他】

令和２年台風第１０号、第１４号に関連する諸通知 等

情報提供事例

取組⑦、⑭


